Professor Toshiro Matsumoto’s Brief Biography and List of Publications by 岡山大学経済学会,
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松本俊郎　教授　略歴
東京都生まれ
【学　歴】
1987年３月　　　　　　　宮城県立仙台第一高等学校卒業
1975年３月　　　　　　　一橋大学社会学部社会学科卒業
1977年３月　　　　　　　一橋大学大学院経済学研究科修士課程修了
1980年３月　　　　　　　一橋大学大学院経済学研究科博士課程単位取得満期退学
2001年６月　　　　　　　経済学博士号取得（一橋大学）
【職　歴】
1980年４月　　　　　　　岡山大学経済学部講師　東洋経済史
1984年４月　　　　　　　岡山大学経済学部助教授
1987年４月〜1992年３月　京都大学人文科学研究所非常勤講師
1993年４月　　　　　　　岡山大学　経済学部教授
1993年４月〜1996年９月　京都大学人文科学研究所非常勤講師　
1996年10月〜1997年９月　マンチェスター・メトロポリタン大学客員教授 
2000年４月〜2000年９月　名古屋大学大学院　人間情報学研究科非常勤講師
2001年４月〜2002年３月　岡山大学経済学部学部長補佐
2001年４月〜2001年５月　岡山大学経済学部二部主事代行
2002年４月〜2004年３月　岡山大学評議員
2004年４月〜2006年３月　岡山大学経済学部長
2006年４月　　　　　　　岡山大学社会文化科学研究科教授（経済学部兼担）
2007年４月〜2008年２月　カリフォルニア州立大学イースト・ベイ校客員研究員
2008年10月〜2009年３月　岡山大学社会文化科学研究科副研究科長　
2012年４月〜2016年３月　岡山大学経済学部長
2016年４月〜2018年３月　岡山大学惑星物質研究所教授会構成員
【学会活動】 
2007年１月〜2012年12月　社会経済史学会理事
2008年11月〜2017年12月　政治経済学・経済史学会理事
2011年12月〜2017年12月　社会経済史学会中国四国部会代表理事
【学会賞】
2001年11月　　　　　　　 第44回日本経済新聞社・経済図書文化賞（受賞作：『「満洲国」から新中国へ
――鞍山鉄鋼業からみた中国東北の再編過程，1940 〜 1954年――』，名古屋大
学出版会）
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